
３ 病 院 事 業 

第１ 概要 

（１）事業数等 

事業数 １９事業（市営１１，町営４，組合営４） 

病院数 ２２施設（千葉市，松戸市，君津中央病院企業団で各２施設） 

  単独経営が 15 団体，組合の構成団体となっているものが 16 団体（東庄町は単独でも経営）で，

30 の市町村が直接的又は間接的に病院事業に関与している。 

  なお，銚子市立病院は平成 20 年 10 月から休止していたが、平成 22 年 5 月に診療が再開された。 

県内病院に占める公営企業の市町村等病院の割合は，病院数では 7.8％（県下 283 病院，平成 26

年４月１日現在，県健康福祉部医療整備課「千葉県病院名簿」），救急告示病院としては 13.8％（同

138 病院中 19 病院）となっており，地域の基幹医療施設としての役割を担っている。 

  また，不採算地区病院（最寄りの一般病院までの移動距離が 15km 以上の病院又は人口集中地区  

以外の区域に所在する病院）は，8 病院（鴨川市，南房総市，大網白里市，東庄町，横芝光町，鋸南

町，国保国吉病院組合，君津中央病院企業団（大佐和分院））である。 

７団体（千葉市，船橋市，松戸市，旭市，匝瑳市，君津中央病院企業団，長生郡市広域市町村圏

組合）は，地方公営企業法を全部適用し，他の団体は同法の財務規定のみを適用している。 

 

（２）病床数  

総病床数 ５，５６５床（稼動病床 5,040床）      

前年度と同  

  病床が最も多いのは，総合病院国保旭中央病院の 989 床， 

最も少ないのは君津中央病院大佐和分院の 36 床となっている。 

なお，県内 283 病院の総病床数は，57,478 床（平成 26 年 4 月 

1 日現在，県健康福祉部医療整備課「千葉県病院名簿」）で 

市町村等病院は，そのうち 9.7％を占める。 

 

 

4,845 250 46 387 34 5,562

対前年度比増減 0 0 0 △ 43 0 △ 43

4,856 250 38 387 34 5,565

対前年度比増減 11 0 △ 8 0 0 3

4,856 250 38 387 34 5,565

対前年度比増減 0 0 0 0 0 0

平成２５年度

平成２３年度

平成２４年度

病床数の推移

区　分
一般病床 療養病床 結核病床 精神病床 感染症病床 合計

年　度

病床規模 病院数

５００床以上 3

４００床以上５００床未満 1

３００床以上４００床未満 3

２００床以上３００床未満 1

１００床以上２００床未満 8

５０床以上１００床未満 5

５０床未満 1

計 22

県内市町村等病院の病床規模
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（３）患者数等 

年延患者数 ４，２００千人 

前年度（4,308 千人）比 108 千人（2.5％）減 

内訳は，入院患者 1,383 千人で前年度（1,421 

千人）比 2.7％減，外来患者 2,817 千人で前年度 

（2,888 千人）比 2.5％減となっている。 

病床利用率 ６８．１％（一般病床 72.5％） 

前年度（70.0％,一般病床 74.7％）比 1.9 

ポイント減（一般病床 2.2 ポイント減） 

 

 

 

※「第 1 概要」では，平成 22年 4 月に地方独立 

行政法人化した組合立国保成東病院を事業数，病院数及び患者数等から除外しているが，次の「第

２ 経営状況」以降は，想定企業会計として当該病院分を含めた数値としている。 

 

第２ 経営状況 

（１）収益的収支 

 経常損失 ２億３９百万円 （前年度 経常利益２２億５９百万円） 

経常利益を生じた事業 11 事業（前年度 15事業） 

経常損失を生じた事業   9 事業（前年度 5 事業） 

  経常収益 １，２６６億１１百万円（対前年度比 0.2％減） 

     診療収入    1,040 億 53 百万円 前年度から 5 億 56 百万円，0.5％の増 

入院収益   697 億 60 百万円 前年度から 1 億 46 百万円，0.2％の増 

外来収益   342 億 93 百万円 前年度から 4 億 10 百万円，1.2％の増 

    他会計繰入金   148 億 91 百万円 前年度から 7 億 57 百万円，4.8％の減 

繰出基準に基づく「基準内繰入金」  123 億 18 百万円（前年度 131 億 67 百万円） 

繰出基準に基づかない「基準外繰入金」 25 億 73 百万円（前年度 24億 81 百万円） 

「基準外繰入金」の他会計繰入金に占める割合は 17.3％で前年度（15.9%）比 1.4    

ポイント増となっている。 

  経常費用 １，２６８億５１百万円（対前年度比 1.8％増） 

職員給与費  556 億 15 百万円  前年度から 14 億 59 百万円，2.7％の増 

医療材料費  283 億 92 百万円  前年度から 6 億 33 百万円，2.3％の増 

減価償却費   86 億 47 百万円  前年度から 1 億 59 百万円，1.9％の増 
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 経常収支比率 ９９．８％ 

前年度（101.8％）比 2.0 ポイント減 

5 年ぶりに 100.0%未満となっている。 

医業収支比率 ９３.７％ 

前年度（95.1％）比 1.4 ポイント減  

 累積欠損金 ２３２億４６百万円 

 前年度比 15 億 71 百万円（7.2％）増 

累積欠損金比率 21.0％（前年度 19.6％） 

20 事業中 13 事業（前年度 13 事業） 

で累積欠損金を有している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）資本的収支 

資本的収入 ８５億５５百万円 

 前年度（56 億 48 百万円）比 51.5％増 

企業債    50 億 79 百万円 

（対前年度比 77.8％増） 

他会計繰入金 23 億 20 百万円 

（対前年度比 8.7％増） 

資本的支出 １８５億７８百万円 

 前年度（155 億 76 百万円）比 19.3％増 

建設改良費 114 億 30 百万円 

（対前年度比 49.9％増） 

  企業債償還金 70 億 9 百万円 

（対前年度比 10.4％減） 
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第３ 今後の課題 

  病院事業の料金は，ほとんどのサービスについて自主的に料金設定することができず，社会保険

診療報酬及び薬価基準という形で公定されているが，現行の社会保険診療報酬は標準的な診療行為

を前提として算定された全国一律の料金システムであり，医療の「質」が反映されにくく，近代的

で良質な医療や高度・特殊な医療について報酬上必ずしも配慮されることにはなっていない。 

また，国民医療費の伸びと国民所得の伸びの関係，医療保険財政の状況を踏まえた国民医療費抑

制の考え方から，平成 14 年度の改定では初めて診療報酬自体が引き下げられ，以後平成 16 年度，

平成 18 年度と実質引き下げ改定が続き，平成 20 年度改定では診療報酬は引き上げられたものの，

薬価を含めると実質引き下げが行われるなど，自治体病院の経営環境は年々厳しくなっていった。 

  平成 22 年度の改定は，救急・産科・小児・外科等の医療の再建及び病院勤務医の負担軽減等の観

点から，診療報酬が引き上げられるとともに薬価基準を含めた実質ベースでも 10 年ぶりとなる引き

上げの改定となり，平成 24 年度まで病院事業の黒字決算が継続していた。 

  平成 25 年度の決算状況は，総収益は増加したものの，医療スタッフの増に伴う職員給与費の増や

材料費の増等により黒字額が減額し，病院事業全体の総収支は平成 20 年度以来の赤字となった。ま

た，累積欠損金は，20 事業中 13 事業で合計 232 億 46 百万円に達しており，依然として厳しい経営

状況が続いている。 

  さらに，今日地域における医師の確保は，医師の専門医志向，都市志向，価値観の変化や勤務医

の過酷な勤務体制，また平成 16 年度から開始された新医師臨床研修制度による大学医局の医師派遣

機能の低下等により相当な困難を伴っており，医師不足が当該地域の病院事業の経営に大きな影響

を与えている。 

  そのほかにも，立地条件の問題，自治体病院の使命として，採算性の低い「へき地医療」や    

「高度特殊医療」など民間の医療機関では敬遠しがちな分野についても社会的要請に応える必要が

あることなど経営構造上の問題は多い。 

  このような状況において，病院経営の健全性を確保するためには，病院の経営条件の改善ととも

に，個々の病院において厳しい効率性の追求を行い，病院を経営しているという意識を高めること

が必要不可欠である。 

  具体的な方策としては，収入確保の面では， 

① 医療圏域内の人口の動向，疾病構造の変化，他の医療機関の整備状況等，病院を取り巻く   

諸条件の変化を的確に把握し，絶えず病院のあり方を見直すこと。 

 ② 優れた医療スタッフを安定的に確保しうる条件の整備に努めること。 

 ③ 地域の他の医療機関との連携を密にし，病床利用率等の向上と外来部門の充実を図ること。 

④ 地域における調剤薬局の整備状況，患者の認識などを踏まえたうえで，サービスが低下しない

場合は，医薬分業を推進することにより，待ち時間を短縮する等患者サービスの充実を図ること。 

 ⑤ 診療報酬の請求漏れ及び査定減の防止に努めること。 

 経費節減の面では， 

 ① 病院事業における人件費負担が極めて大きいことを認識し，給与制度の運用及び職員配置の 
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適正化を図ること。特に看護体制については，病棟と外来部門との相互応援体制，パートタイム

職員の適切な活用等によりその効率化を図ること。 

② 清掃，警備等附帯的業務や給食等の業務など委託が可能な部門については，サービスが低下  

せず，実際に経費削減につながる場合には，積極的にその推進を図ること。 

 ③ 経費の中で人件費に次いで大きな割合を占める医療材料費については，その購入方法の合理化

及び在庫管理の適正化を図り，薬品使用効率の向上に努めること。 

 等が挙げられる。 

 

  公立病院が今後とも地域において必要な医療を安定的かつ継続的に提供していくためには，多く

の公立病院において抜本的な改革が避けて通れない課題となっていたことから，平成19年12月，総

務省は地方公共団体が公立病院改革に係るプランを策定する際の指針となる「公立病院改革ガイド

ライン」を示した。このガイドラインを受け，病院事業を設置している全ての地方公共団体が「公

立病院改革プラン」を策定し，①経営の効率化，②再編・ネットワーク化，③経営形態の見直しの3

つの視点から，病院事業経営の改革に総合的に取り組んできたところである。 

平成26年度には，総務省は，これまでのガイドラインの内容を継承しつつ平成26年6月に成立した

医療介護総合確保推進法に規定されている地域医療構想の実現に向けた事項等を盛り込んだ新たな

「公立病院改革ガイドライン」を示した。新ガイドラインでは、地方公共団体に対して新たな「公

立病院改革プラン」の策定が要請されており、策定時期は平成27年度又は28年度、プランの期間は

策定年度～平成32年度が標準とされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  このような状況において，病院経営の健全性を確保するためには，病院の経営条件の改善ととも 

 

 

21 22 23 24 25

入 院 （人） 1,500,189 1,434,456 1,443,196 1,420,923 1,383,457 △ 5.2 △ 4.4 0.6 △ 1.5 △ 2.6

外 来 （人） 3,025,221 2,845,680 2,877,869 2,887,562 2,816,693 △ 4.2 △ 5.9 1.1 0.3 △ 2.5

計 （人） 4,525,410 4,280,136 4,321,065 4,308,485 4,200,150 △ 4.5 △ 5.4 1.0 △ 0.3 △ 2.5

一 般 （％） 76.3 79.4 76.1 74.7 72.5

計 （％） 74.5 77.7 70.6 70.0 68.1

入 院 （千円） 64,288,379 64,363,638 67,946,814 69,613,666 69,759,901 0.0 0.1 5.6 2.5 0.2

外 来 （千円） 34,766,774 32,304,196 33,450,437 33,883,100 34,292,761 2.9 △ 7.1 3.5 1.3 1.2

計 （千円） 99,055,153 96,667,834 101,397,251 103,496,766 104,052,662 1.0 △ 2.4 4.9 2.1 0.5

入 院 （円） 42,854 44,870 47,081 48,992 50,424 5.5 4.7 4.9 4.1 2.9

外 来 （円） 11,492 11,352 11,623 11,734 12,175 7.4 △ 1.2 2.4 1.0 3.8

（人） 6,610 6,506 6,610 6,737 6,890 △ 2.8 △ 1.6 1.6 1.9 2.3

（千円） 14,986 14,858 15,340 15,362 15,102 4.0 △ 0.9 3.2 0.1 △ 1.7

（％） 125.5 113.5 113.8 111.2 109.1

対前年度増減率（％）

業務状況の推移
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